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内部統制システムの基本方針について 

 
 当社は、平成 18 年 5 月 22 日開催の取締役会において内部統制システムの基本方針に関し

て、下記のとおり決議しましたのでお知らせいたします。 
 

記 
 

当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、以下のとおり、内部統制システム構築に

関する基本方針を決定する。 
 
１．取締役および使用人の職務執行が、法令・定款に適合することを確保するための体制 

（１）当社の社是「愛を生むは愛のみ」および経営理念「愛」を具現化しコンプライアンス

経営を実践するための普遍的な企業倫理指針を定めており、この指針を当社グループ

の役員および従業員が法令はもとよりすべての社会規範およびその精神を遵守し、高

い倫理観をもって行動するための規範として位置づけ、代表取締役はじめ役員全員が

率先垂範し、その精神の徹底を図る。 
（２）コンプライアンスを全社横断的に統括するため、人事・総務担当取締役を議長とする

コンプライアンス会議（外部弁護士を含む）を設置し、コンプライアンス上の課題を

審議するとともに問題点の把握に努める。 
（３）社内通報制度として、「スピークアップ窓口」を設置し、不正行為の早期発見を図る。

社内で問題が発見された場合には、連絡・相談者の保護に十分配慮した上で、コンプ

ライアンス会議にて対応を検討し、事実関係の調査を実施する。なお、当該内容は、

上位会議（経営会議または取締役会）に報告されるものとする。 
 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項 

取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理については、人事・総務部担当取締役



が統括し、文書管理規程に従い情報を文書または電磁的媒体に記録し保存する。取締役

および監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。 
 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）当社のリスクマネージメント対応を体系的に定めるリスクマネージメント委員会規則

に基づき、代表取締役社長のもとに、グループ全体のリスク管理に関する総括責任者

としてリスクマネージメント推進委員長をおく。 
（２）リスクカテゴリーごとに責任部署を明確化し、継続的な監視をする。リスクカテゴリ

ーは、「事業リスク」「財務リスク」「ハザードリスク」「コンプライアンスリスク」と

する。 
（３）監査室は、経営企画本部および管理本部と連携して、各部門のリスク管理の状況を監

査する。 
 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制 

（１）中期経営計画および単年度の経営計画の策定により、会社として達成すべき目標を明

確化し、経営の最重要課題を確実に実行する。 
（２）取締役会は、経営の意思決定を合理的かつ効率的に行うとともに、社内外の監査役の

活発な意見を引き出す運営を行い、業務執行の管理監督機能を強化する。また、執行

役員制度により「経営の意思決定および監督機能」と「業務執行機能」を分離し、意

思決定の迅速化を図るとともに、各本部の本部長に執行役員をあてることにより取締

役と執行役員それぞれの権限と責任の所在を明確化する。 
（３）取締役会の機能を強化、充実させるため、全取締役が出席する経営会議を原則として

毎週開催し、業務執行および重要施策の意思決定を機動的に行うことにより課題の早

期解決を図る。 
 

５．当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（１）経営企画本部がグループ会社の内部統制および業務執行を統括するとともに、現状の

検証を行い、適切な監視体制および報告体制を確保する。なお、子会社管理に関する

事項は、関係会社管理規程による。 
（２）監査役は、定期的に子会社取締役による業務執行状況を監査するほか、子会社監査役

との連携により内部統制の整備および運用状況を監視する。 
（３）監査室は、当社グループ全体の業務執行の適法性、効率性の実施状況を監査する。 
 

６．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体

制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の求めに応じて補助者を置くものとし、補助者を置いた場合の当該補助者の人

事については監査役の意見を尊重する。 
 



７．取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体

制 

（１）取締役および使用人は、監査役に対して、法定の事項以外に当社および当社グループ

に重大な影響をおよぼす事項、内部監査の状況、スピークアップ窓口による通報状況

をすみやかに報告する。 
（２）監査役は、取締役会のみならず経営会議に出席し、審議事項に関して必要があるとき、

または求めに応じて意見を述べることができる。 
（３）取締役会および経営会議の議事の経過の要領および結果は、都度、経営企画室より監

査役に通知される。 

（４）使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事項またはコンプライアンス上重要な事項につ

いて、スピークアップ窓口を通じて直接監査役に報告することができる。 
 

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

社外監査役には主に公認会計士または弁護士等の財務、法務など企業活動に対する見

識豊富な方を登用し、監査役監査の環境充実を図るとともに、内部監査部門との連携

により適切で効果的な監査業務の遂行を図る。 
 

 
 

以  上 


